船堀四丁目地区第一種市街地再開発事業　特定業務代行者募集

応募関係書類

	申込者の名称

代表者役職・氏名
	


　※共同企業体で申し込む場合は、わかりやすい名称を付け、「申込者の名称」欄に記入してください。

	共同企業体構成員
名称及び代表者役職・氏名
	


　※共同企業体で申し込む場合は、構成員全ての企業名及び代表者役職・氏名を記載し、押印してください。
	代表企業名
	

	窓　口
	担当部署名
	

	
	担当者名
	

	
	メールアドレス
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	


書式１
応募関係書類確認リスト

※表中の確認欄に○印をつけてください。
	応募関係書類項目
	提出者
	書式集
	確認欄

	1.応募関係書類確認リスト
	代表企業のみ
	書式1
	

	2.特定業務代行候補者選定参加申込書
	
	書式2
	

	3.応募者の構成員（共同企業体での応募時のみ）
	全構成員
	書式3
	

	4.応募者の業務分担表（共同企業体での応募時のみ）
	
	書式4
	

	5.会社概要
	
	書式5
	

	6.資格審査確認書
	
	書式6
	

	7.

施設建築物等の建設業者等の資格書類
	7-1.建設業許可証明書（写し）
	全構成員
	―
	

	
	7-2.信用力・資力等資格確認書
	
	書式7-1
	

	
	7-3.財務関係書類

　＊有価証券報告書またはこれに準ずる商法上の決算書(直近２期分)

　　（下記の書類が含まれていること）

・貸借対照表

・損益計算書

・株主資本等変動計算書

・キャッシュフロー計算書
	
	―
	

	
	7-4.国土交通省経営事項審査（応募登録申込書書類提出時点で通知されたもので最新のもの）の結果通知書（写し）
	幹事企業

（代表企業）
のみ
	―
	

	
	7-5.組合施行の市街地再開発事業の取組み

（参加）実績
	
	書式7-2
	

	
	7-6.施工実績（施設建築物）
	
	書式7-3
	

	
	7-7.宅地建物取引業法に基づく免許（写し）
	
	―
	

	
	7-8.再開発プランナー登録者一覧
	
	書式7-4
	

	8.

施設建築物等の設計・監理業者の資格書類
	8-1.一級建築士事務所登録証（写し）
	全構成員
	―
	

	
	8-2.設計実績
	幹事企業のみ
	書式8-1
	

	
	8-3.監理実績
	
	書式8-2
	

	9.

公共施設の建設業者の資格書類
(施設建築物等の建設業者が公共施設の建設業者を兼ねる場合は9-1.～9-4.は省略可)
	9-1.建設業許可証明書（写し）
	全構成員
	―
	

	
	9-2.信用力・資力等資格確認書
	
	書式9-1
	

	
	9-3.財務関係書類

　＊有価証券報告書またはこれに準ずる商法上の決算書(直近２期分)

　　（下記の書類が含まれていること）

・貸借対照表

・損益計算書

・株主資本等変動計算書

・キャッシュフロー計算書
	
	―
	

	
	9-4.国土交通省経営事項審査（応募登録申込書書類提出時点で通知されたもので最新のもの）の結果通知書（写し）
	幹事企業のみ
	―
	

	
	9-5.施工実績（道路）
	
	書式9-2
	

	
	9-6.施工実績（歩行者デッキ）
	歩行者デッキの施工を行う企業
	書式9-3
	


書式２

特定業務代行候補者選定参加申込書
令和　　年　　月　　日

船堀四丁目地区市街地再開発組合　御中

（船堀四丁目地区特定業務代行候補者選定審査委員会）
	申込者の名称※
	


　（代表企業名）所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　本申込書記載の全構成員は、船堀四丁目地区第一種市街地再開発事業における特定業務代行者となることを希望するので、ここに関係書類を添えて応募します。

　なお、代表企業及び全構成員は、応募手続要領に記載してある応募者の資格基準を満たしていること、及び本申込書の添付書類に記載する内容について、すべて事実であることを誓約します。

　また、特定業務代行者に選定された場合、今後において提出する事業提案書に基づき、確実に業務を遂行する意思のあることを表明します。

※応募者は分かりやすい名称を付けて、「申込者の名称」欄に記入してください。表紙の「申込者の名称」と同一にしてください。

書式３
応募者の構成員（代表企業を除く）

構成員企業名　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員企業名　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員企業名　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員企業名　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員企業名　　所在地

　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

※共同企業体で申し込む場合は、構成員全ての企業名を記載してください。

※単独の企業で応募する場合は、記入不要です。
書式４
応募者の業務分担表

	特定業務代行の業務範囲
	構成（※）

	
	幹事企業名
	構成員名

	１．施設建築物（民間棟）の新築工事等
	
	

	２．施設建築物（民間棟）の設計・監理業務
	
	

	３．公共施設の整備工事、公共施設の設計支援業務
	
	


※応募者の構成員は、いずれかの業務を担当してください。

※複数の企業で１つの業務を担当する場合は、幹事企業を明記してください。

※単独の企業で応募する場合は、記入不要です。
書式５
会社概要

	会社名
	
	創業
	年　　月

	住　所
	〒

	代表者
	（役職）　　　　　　　　　（氏名）

	主要業務内容

（営業種目）
	

	資本金等
	　　　　　　　　　　　　　百万円　上場・非上場（いずれかを○で囲む）

	主要取引金融機関（複数可）
	

	業務登録等
	登録名
	番号
	登録名
	番号

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	資格保有者数
	再開発プランナー　　　　　　　　名

技術士（建設）　　　　　　　　　名
	一級建築士　　　　　　　　　　　名

宅地建物取引主任者　　　　　　　名

	所属団体名

（複数可）
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　人

	主な支店

又は営業所
	

	連絡先
	担当者
	
	電話
	

	
	所属
	
	FAX
	

	
	
	
	E-MAIL
	


※全構成員の会社概要を提出してください。
書式６
資格審査確認書
申込者の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以下の項目に該当していないかを確認し、確認欄の「該当しない」に「■」を記入してください。

	項　目
	確認欄

	
	代表企業
	構成員①
	構成員②
	構成員③

	（企業名）
	
	
	
	

	①最近10年間（2015年以降）で、債務免除を受けている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	②当該法人の代表権を持つ役員が、成年被後見人、被補佐人または被補助人である、もしくは破産者で復権を得ないものである。
	□該当しない
□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	③国税、地方税その他公租公課について滞納処分を受けている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	④破産法（平成16年法律第75条）に基づく破産手続き開始の申立がなされている、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続き開始の申立がなされている、または民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更正手続き開始の申立がなされている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	⑤建築士法（昭和25年法律第202号）に基づき監督処分を受けている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	⑥東京都の指名停止処分を受けている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	⑦宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）に基づき業務停止処分を受けている。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する

	⑧本案件の他に応募する共同企業体と重複して参加している。
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する
	□該当しない

□該当する


※構成員の欄は適宜追加・削除してください。

書式７－１
信用力・資力等資格確認書

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　


[image: image1.emf]前期 最近期

平成　　年　　月 平成　　年　　月

①経常利益（百万円）

②自己資本金額（百万円）

③総キャッシュフロー（百万円) 0 0

④利払能力 #DIV/0! #DIV/0!

⑤有利子負債比率（％） #DIV/0! #DIV/0!

⑥営業利益（百万円）

⑦受取利息（百万円）

⑧配当金（百万円）

⑨有価証券利息（百万円）

⑩減価償却費（百万円）

⑪支払利息・割引料（百万円）

⑫社債利息（百万円）

⑬社債発行差金償却（百万円）

⑭長短借入金（百万円）

⑮社債（百万円）

⑯転換社債（百万円）

⑰割引手形（百万円）

⑱コマーシャルペーパー（百万円）

⑲総資産（百万円）



備考

（以下は上記項目算出用のバックデータ）

（入力方法）表の枠内を指定し、マウスの左をダブルクリックして、数値を入力してください。

※全構成員が提出してください。

※上記確認書は、連結の財務諸表を使用してください。
※上記表はExcelデータになっており、①②及び⑥～⑲に財務諸表に基づき該当する数値を記入してください。③～⑤は自動的に算出されます。

※③～⑤は、以下の計算式で算出しています。

・③：総キャッシュフロー＝営業利益＋受取利息＋配当金―支払利息・割引料＋減価償却費

・④：利払い能力＝（営業利益＋受取利息＋配当金＋有価証券利息＋減価償却費）÷（支払利息・割引料＋社債利息＋社債発行
　　　差金償却）

・⑤：有利子負債比率＝（長短借入金＋社債＋転換社債＋割引手形＋コマーシャルペーパー）÷総資産×１００
※併せて提出する財務関係書類に、上記で使用した根拠となる数値が分かるよう該当箇所に着色等をしてください。（正本のみで可）

書式７－２
組合施行の市街地再開発事業の取組み（参加）実績
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
組合施行の市街地再開発事業において、過去10年間（2015年以降に竣工したもの）に、特定業務代行者、又は再開発組合（準備組合含む）と事業協力協定を締結した事業協力者としての実績を最大３件まで、記入してください。
	再開発事業名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	参加形態
	特定業務代行者・事業協力者
	単独・共同体（幹事・構成員）

	業務の内容
	事務局(体制　　名)　・　建築設計　・　工事施工　・　保留床取得
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	用途
	
	竣工年
	


	再開発事業名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	参加形態
	特定業務代行者・事業協力者
	単独・共同体（幹事・構成員）

	業務の内容
	事務局(体制　　名)　・　建築設計　・　工事施工　・　保留床取得
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	用途
	
	竣工年
	


	再開発事業名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	参加形態
	特定業務代行者・事業協力者
	単独・共同体（幹事・構成員）

	業務の内容
	事務局(体制　　名)　・　建築設計　・　工事施工　・　保留床取得
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	用途
	
	竣工年
	


※複数棟ある場合には、階数と高さは最も大きい棟の数値、延床面積は合計面積を記入してください。
※共同企業体による受注の場合は、幹事（代表）企業としての実績を記入してください。
※共同企業体で申し込む場合は、幹事企業（代表企業）のみ提出してください。

書式７－３
施工実績

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　過去10年間（2015年以降に竣工したもの）で、延べ面積が概ね5万㎡以上、かつ、建物高さが60ｍ以上の建築物である複合用途建築物の施工実績を３つ以内で、記入してください。
	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


※複数棟ある場合には、階数と高さは最も大きい棟の数値、延床面積は合計面積を記入してください。
※共同企業体による受注の場合は、幹事（代表）企業としての実績を記入してください。

※共同企業体で申し込む場合は、幹事企業のみ提出してください。

書式７－４
再開発プランナー登録者一覧

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　再開発プランナー登録者を記入してください。

	氏　名
	登録年
	登録番号

	①
	
	
	

	②
	
	
	

	③
	
	
	

	④
	
	
	

	⑤
	
	
	

	⑥
	
	
	

	⑦
	
	
	

	⑧
	
	
	

	⑨
	
	
	

	⑩
	
	
	


※共同企業体で申し込む場合は、幹事企業（代表企業）のみ提出してください。

書式８－１
設計実績

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　過去10年間（2015年以降に竣工したもの）で、延べ面積が概ね5万㎡以上、かつ、建物高さが60ｍ以上の建築物である複合用途建築物の実施設計実績を３つ以内で、記入してください。
	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


※複数棟ある場合には、階数と高さは最も大きい棟の数値、延床面積は合計面積を記入してください。
※共同企業体による受注の場合は、幹事（代表）企業としての実績を記入してください。

※共同企業体で申し込む場合は、幹事企業のみ提出してください。

書式８－２
監理実績

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　過去10年間（2015年以降に竣工したもの）で、延べ面積が概ね5万㎡以上、かつ、建物高さが60ｍ以上の建築物である複合用途建築物の監理実績を３つ以内で、記入してください。
	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


	事業名称
	

	建築物所在
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	発注機関名
	
	受注形態
	単独・共同体（幹事・構成員）

	規模
	地上　　階／地下　　階
	高さ　　　　ｍ
	延床面積　　　　㎡

	主な構造
	
	工期
	（西暦）　　　年　　月～　　　年　　月

	主要用途
	
	竣工年
	


※複数棟ある場合には、階数と高さは最も大きい棟の数値、延床面積は合計面積を記入してください。
※共同企業体による受注の場合は、幹事（代表）企業としての実績を記入してください。

※共同企業体で申し込む場合は、幹事企業のみ提出してください。

書式９－１
信用力・資力等資格確認書

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　


[image: image2.emf]前期 最近期

平成　　年　　月 平成　　年　　月

①経常利益（百万円）

②自己資本金額（百万円）

③総キャッシュフロー（百万円) 0 0

④利払能力 #DIV/0! #DIV/0!

⑤有利子負債比率（％） #DIV/0! #DIV/0!

⑥営業利益（百万円）

⑦受取利息（百万円）

⑧配当金（百万円）

⑨有価証券利息（百万円）

⑩減価償却費（百万円）

⑪支払利息・割引料（百万円）

⑫社債利息（百万円）

⑬社債発行差金償却（百万円）

⑭長短借入金（百万円）

⑮社債（百万円）

⑯転換社債（百万円）

⑰割引手形（百万円）

⑱コマーシャルペーパー（百万円）

⑲総資産（百万円）



備考

（以下は上記項目算出用のバックデータ）

（入力方法）表の枠内を指定し、マウスの左をダブルクリックして、数値を入力してください。

※全構成員が提出してください。

※上記確認書は、連結の財務諸表を使用してください。
※上記表はExcelデータになっており、①②及び⑥～⑲に財務諸表に基づき該当する数値を記入してください。③～⑤は自動的に算出されます。

※③～⑤は、以下の計算式で算出しています。

・③：総キャッシュフロー＝営業利益＋受取利息＋配当金―支払利息・割引料＋減価償却費

・④：利払い能力＝（営業利益＋受取利息＋配当金＋有価証券利息＋減価償却費）÷（支払利息・割引料＋社債利息＋社債発行

　　　差金償却）

・⑤：有利子負債比率＝（長短借入金＋社債＋転換社債＋割引手形＋コマーシャルペーパー）÷総資産×１００

※併せて提出する財務関係書類に、上記で使用した根拠となる数値が分かるよう該当箇所に着色等をしてください。（正本のみで可）

書式９－２
施工実績（道路）
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　過去10年間（2015年以降に竣工したもの）で、道路の施工実績を３つ以内で、記入してください。
	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


※共同企業体による受注の場合は、幹事企業（代表）としての実績を記入してください。

※共同企業体で申し込む場合は、公共幹事企業のみ提出してください。
※当該工事が含まれた施工実績の場合は、備考欄に「〇〇工事の一部」など記載してください。
書式９－３
施工実績（歩行者デッキ）
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　過去10年間（2015年以降に竣工したもの）で、歩行者デッキの施工実績を３つ以内で、記入してください。
	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


	工事名称
	

	所在地
	　　　　（都・道・府・県）　　　　　　　　　（区・市・町）

	規模
	

	工　　　期
	　　年　　月　　　～　　　　年　　月

	竣　工　年
	

	備　考
	


※共同企業体による受注の場合は、幹事企業（代表）としての実績を記入してください。
※当該工事が含まれた施工実績の場合は、備考欄に「〇〇工事の一部」など記載してください。
印





印
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				前期 ゼンキキ		最近期 サイキンキ				備考 ビコウ

				平成　　年　　月 ヘイセイネンツキ		平成　　年　　月 ヘイセイネンツキ

		①経常利益（百万円） ケイジョウリエキヒャクマンエン

		②自己資本金額（百万円） ジコシホンキンガクヒャクマンエン

		③総キャッシュフロー（百万円) ソウヒャクマンエン		0		0

		④利払能力 リバライノウリョク		0.0		0.0

		⑤有利子負債比率（％） ユウリシフサイヒリツ		0%		0%

		（以下は上記項目算出用のバックデータ） イカジョウキコウモクサンシュツヨウ

		⑥営業利益（百万円） エイギョウリエキヒャクマンエン

		⑦受取利息（百万円） ウケトリリソクヒャクマンエン

		⑧配当金（百万円） ハイトウキンヒャクマンエン

		⑨有価証券利息（百万円） ユウカショウケンリソクヒャクマンエン

		⑩減価償却費（百万円） ゲンカショウキャクヒヒャクマンエン

		⑪支払利息・割引料（百万円） シハラリソクワリビキリョウヒャクマンエン

		⑫社債利息（百万円） シャサイリソクヒャクマンエン

		⑬社債発行差金償却（百万円） シャサイハッコウサキンショウキャクヒャクマンエン

		⑭長短借入金（百万円） チョウタンカリイレキンヒャクマンエン

		⑮社債（百万円） シャサイヒャクマンエン

		⑯転換社債（百万円） テンカンシャサイヒャクマンエン

		⑰割引手形（百万円） ワリビキテガタヒャクマンエン

		⑱コマーシャルペーパー（百万円） ヒャクマンエン

		⑲総資産（百万円） ソウシサンヒャクマンエン






